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○七尾市防災会議条例 

平成16年10月1日 

条例第16号 

改正 平成18年6月23日条例第47号 

平成21年6月26日条例第26号 

平成24年12月20日条例第46号 

平成25年3月25日条例第6号 

(趣旨) 

第1条 この条例は、災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第16条第6項の規定に基づき、

七尾市防災会議(以下「防災会議」という。)の所掌事務及び組織を定めるものとする。 

(所掌事務) 

第2条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 七尾市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

(2) 市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

(会長及び委員) 

第3条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

2 会長は、市長をもって充てる。 

3 会長は、会務を総理する。 

4 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

5 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 指定地方行政機関の職員のうちから市長が任命する者 

(2) 石川県の知事の部内の職員のうちから市長が任命する者 

(3) 石川県警察の警察官のうちから市長が任命する者 

(4) 市長がその部内の職員のうちから指名する者 

(5) 教育長及び教育委員会事務局の職員のうちから市長が指名する者 

(6) 消防長、第1消防団長及び第2消防団長 

(7) 指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから市長が任命する者 

(8) 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから市長が任命する者 

(9) 前各号に掲げる者のほか、市長が必要があると認め、任命する者 

6 前項の委員の定数は、50人以内とする。 



2 

 

7 第5項の委員の任期は、2年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任者の残任期

間とする。 

8 前項の委員は、再任することができる。 

(専門委員) 

第4条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

2 専門委員は、関係地方行政機関の職員、石川県の職員、市の職員、関係指定公共機関の

職員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験を有する者のうちから、市長が任命する。 

3 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

(委任) 

第5条 この条例に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な

事項は、会長が防災会議に諮って定める。 

附 則 

この条例は、平成16年10月1日から施行する。 

附 則(平成18年6月23日条例第47号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成21年6月26日条例第26号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成24年12月20日条例第46号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成25年3月25日条例第6号) 

この条例は、平成25年4月1日から施行する。 
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○七尾市災害対策本部条例 

平成16年10月1日 

条例第17号 

改正 平成24年9月27日条例第43号 

(趣旨) 

第1条 この条例は、災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第23条の2第8項の規定に基づ

き、七尾市災害対策本部(以下「災害対策本部」という。)に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

(組織) 

第2条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

2 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるときは、そ

の職務を代理する。 

3 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 

(部) 

第3条 災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。 

2 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 

3 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当たる。 

4 部長は、部の事務を掌理する。 

(現地災害対策本部) 

第4条 現地災害対策本部に現地災害対策本部長及び現地災害対策本部員その他の職員を

置き、災害対策副本部長、災害対策本部員その他の職員のうちから災害対策本部長が指名

する者をもって充てる。 

2 現地災害対策本部長は、現地災害対策本部の事務を掌理する。 

(委任) 

第5条 この条例に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部長

が定める。 

附 則 

この条例は、平成16年10月1日から施行する。 

附 則(平成24年9月27日条例第43号) 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○七尾市災害対策本部規程 

 

平成16年10月1日 

 

 

(目的) 

第1条 この訓令は、七尾市災害対策本部条例(平成16年七尾市条例第17号)第5条の規定に基づき、七尾市災害

対策本部(以下「本部」という。)の運営に関し必要な事項を定め、災害対策の円滑かつ適切な実施を図るこ

とを目的とする。 

(組織及び分掌事務) 

第2条 本部は、本部長、副本部長、本部員その他の職員をもって組織する。 

2 副本部長は、副市長及び教育長をもって充てる。 

3 本部の組織及び分掌事務は、別表第1のとおりとする。 

4 班長は、班の分掌事務を処理するため、あらかじめ担当者を定めるとともに、必要な事項について体制を整

備しておかなければならない。 

5 本部長、副本部長その他本部員は、災害対策活動に従事するときは、法令等において特別の定めがある場合

を除くほか、「七尾市」の腕章を帯用するものとする。 

(本部の場所及び本部連絡員) 

第3条 本部は、災害の程度により本部室を本部長の指定する場所に置くものとする。 

2 本部室には、「七尾市災害対策本部」の標示をするものとする。 

3 本部室には、原則として本部連絡員を置く。 

4 本部連絡員は、各班長がそれぞれ所属職員のうちから指名するものをもって充てる。 

5 本部連絡員は、各班の災害に関する情報及び応急対策の実施状況を取りまとめて本部に報告するとともに、

本部からの連絡事項を各班長に伝達する。 

(本部開設) 

第4条 本部は、災害が発生したとき又は災害が発生するおそれがある場合において、本部長が必要と認めたと

き活動を開始するものとする。 

(本部開設前の処置) 

第5条 総務部長は、予報、警報又は情報等により災害の発生するおそれがあると予想されるときは、本部開設

前に次の事項について処理するものとする。 

(1) 予報、警報、情報の収集及び連絡調整 

(2) 人員配備の指示 

(3) 関係班との連絡調整 

2 休日又は勤務時間外において警報又は異常な情報の受理をした当直員は、直ちに総務部長に通報して指示を

受けなければならない。 

(配備体制の基準、編成計画等) 

第6条 本部は、被害を最少限に防止するため迅速かつ強力な配備体制を整えるものとし、配備の種別内容等の

基準については、別表第2に掲げるところによる。 

(配備の開始及び解除) 

第7条 各班における配備体制の開始及び解除は、本部長が指令するものとする。 

(非常情報の報告及び通報) 

第8条 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は総務部長は、各班長及び関係機関からの情報を直ちに

本部長に報告するとともに、応急対策の概況を逐次県へ報告するものとする。 

2 本部長は、災害に関する予報、警報その他災害に関する情報を収受したときは、必要事項について直ちに市

民その他関係団体に通報するとともに予想される災害の事態及びこれに対処して採るべき処置等について周

知させるものとする。 
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(本部の解散) 

第9条 本部長は、予想される災害の危険が解除されたとき、又は当該災害に必要な応急措置がおおむね完了し

たと認めるときは、本部を解散するものとする。 

(その他) 

第10条 この訓令に定めるもののほか、本部の活動に関し必要な事項は、本部長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、平成16年10月1日から施行する。 

附 則(平成18年4月27日訓令第6号) 

この訓令は、公表の日から施行する。 

附 則(平成20年5月22日訓令第11号) 

この訓令は、公表の日から施行する。 

附 則(平成21年3月25日訓令第16号) 

この訓令は、平成21年4月1日から施行する。 

附 則(平成22年3月31日訓令第16号) 

この訓令は、平成22年4月1日から施行する。 

附 則(平成23年3月29日訓令第7号) 

この訓令は、平成23年4月1日から施行する。 

附 則(平成24年9月19日訓令第17号) 

この訓令は、公表の日から施行する。 

附 則(平成25年5月15日訓令第14号) 

この訓令は、公表の日から施行する。 

附 則(平成27年3月28日訓令第11号) 

この訓令は、平成27年4月1日から施行する。 

附 則(平成28年3月9日訓令第3号) 

この訓令は、平成28年4月1日から施行する。 

附 則(平成29年3月31日訓令第5号) 

この訓令は、平成29年4月1日から施行する。 

附 則(平成30年3月16日訓令第6号) 

この訓令は、平成30年4月1日から施行する。 
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別表第1(第2条関係) 

七尾市災害対策本部組織及び分掌事務 

本部長 市長、副本部長 副市長・教育長 

部名(本部員) 班名 課名(◎印班長) 分掌事務 

総務部 

(部長) 

議会事務局 

(局長) 

総務班 ◎総務課 

(防災対策室) 

秘書人事課 

監理課 

議会事務局 

監査委員事務局 

1 災害対策本部の庶務に関すること。 

2 本部員会議に関すること。 

3 本部長の命令伝達に関すること。 

4 防災気象情報の受信及び伝達に関すること。 

5 災害に関する情報資料の収集及び提供に関すること。 

6 避難勧告・指示・警戒区域の設定に関すること。 

7 防災関係機関及び各部との連絡調整に関すること。 

8 県、自衛隊その他派遣要請に関すること。 

9 災害救助法(昭和22年法律第118号)の適用に関すること。 

10 災害時の交通安全対策に関すること。 

11 車両の確保に関すること。 

12 市有財産その他の被害報告の取りまとめに関すること。 

13 輸送手段の確保に関すること。 

14 行政情報通信設備(イントラネット)の被害状況調査及び応急

復旧に関すること。 

15 市民相談に関すること。 

16 食料の確保、保管及び配布に関すること。 

17 本部長及び副本部長の秘書に関すること。 

18 視察者、見舞者等の接遇に関すること。 

19 職員の動員状況把握及び厚生に関すること。 

20 他自治体職員の応援受け入れに関すること。 

21 各班に属しないこと。 

22 部内の被害報告の取りまとめ及び連絡調整に関すること。 

企画班 ◎企画財政課 

会計課 

1 復興計画に関すること。 

2 資金計画に関すること。 

3 公共交通機関の被害に関する情報の取りまとめに関すること。 

4 緊急経費の支払に関すること。 

調査班 ◎税務課 1 家屋等の被害調査に関すること。 

2 災害に伴う市税の減免等に関すること。 

3 り災証明書の発行に関すること。 

市民生活部 

(部長) 

広報班 ◎広報広聴課 

地域づくり支援

課 

市民課 

1 ボランティア活動の支援に関すること。 

2 外国人支援対策活動に関すること。 

3 避難所の運営協力に関すること。 

4 被災者の陳情処理に関すること。 

5 災害に関する記録映像の収集及びCATV放映に関すること。 

6 ホームページ等への災害に関する情報掲載に関すること。 
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7 行政情報通信設備(CATV網)の被害状況及び応急復旧に関する

こと。 

8 報道機関への情報発信に関すること。 

9 遺体の埋火葬の許可に関すること。 

10 り災証明書の発行の支援に関すること。 

11 部内の被害報告の取りまとめ及び連絡調整に関すること。 

環境班 ◎環境課 1 し尿、生活ごみ、がれき及び廃棄物の処理に関すること。 

2 応急トイレ対策活動に関すること。 

3 清掃等の処理及び対策に関すること。 

4 廃棄物処理施設の災害対策に関すること。 

5 災害時の公害発生の防止指導に関すること。 

6 公害苦情の処理及び対策に関すること。 

健康福祉部 

(部長) 

災害救助

班 

◎福祉課 

子育て支援課 

高齢者支援課 

保険課 

健康推進課 

1 被災者の収容及び援護に関すること。 

2 災害時要配慮者に関すること。 

3 避難所設置及び運営に関すること。 

4 生活必需品の確保、保管及び配布に関すること。 

5 義援金の受入、管理及び配布に関すること。 

6 社会福祉施設の災害対策に関すること。 

7 身元不明者の遺体の搬送、埋火葬に関すること。 

8 遺体安置所の開設、運営に関すること。 

9 災害時における医療機関との連絡に関すること。 

10 救護所の設置及び運営に関すること。 

11 福祉避難所との連絡調整に関すること。 

12 人的被害の調査に関すること。 

13 被災者の健康管理に関すること。 

14 感染症の予防及び防疫に関すること。 

15 部内の被害報告の取りまとめ及び連絡調整に関すること。 

産業部 

(部長) 

農林水産

班 

◎農林水産課 

農業委員会事務

局 

1 農林業施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

2 農地及び林地の被害調査に関すること。 

3 農畜産物及び林産物の被害調査に関すること。 

4 農地及び農業用施設の災害対策に関すること。 

5 治山及び林道の災害対策に関すること。 

6 水産関係施設の災害対策に関すること。 

7 水産物及び水産関係施設の被害調査及び応急復旧に関するこ

と。 

8 市場施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

9 部内の被害報告の取りまとめ及び連絡調整に関すること。 

商工班 ◎観光交流課 

産業振興課 

1 観光客の被害調査に関すること。 

2 観光施設の被害調査に関すること。 

3 商工業の被害調査に関すること。 
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4 商工業者に対する被害復旧援助に関すること。 

建設部 

(部長) 

土木班 ◎土木課 

都市建築課 

1 公共土木施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

2 河川等の応急復旧その他緊急措置に関すること。 

3 港湾・漁港施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

4 道路、橋梁等の応急復旧その他緊急措置に関すること。 

5 水防活動に関すること。 

6 道路の除雪計画の策定及び実施に関すること。 

7 被災建築物応急危険判定に関すること。 

8 都市施設の災害対策に関すること。 

9 公園緑地並びに街路樹の応急措置及び復旧に関すること。 

10 公営住宅の被害調査並びに応急措置及び復旧に関すること。 

11 応急仮設住宅の設置及び管理に関すること。 

12 市有建物の応急復旧に関すること。 

13 部内の被害報告の取りまとめ及び連絡調整に関すること。 

上下水道

班 

◎上下水道課 1 上下水道施設(ライフライン施設)の被害調査及び応急復旧に

関すること。 

2 水防活動に関すること。 

3 給水活動に関すること。 

教育委員会事

務局 

(部長) 

教育班 ◎教育総務課 

学校教育課 

スポーツ・文化

課 

図書館 

1 文教施設の被害調査及び応急復旧に関すること。 

2 応急教育に関すること。 

3 学用品及び教科書の確保及び支給に関すること。 

4 学校給食及び保健衛生保全措置に関すること。 

5 文化財の被害調査及び応急復旧に関すること。 

6 避難所の運営協力に関すること。 

7 部内の被害報告の取りまとめ及び連絡調整に関すること。 

七尾鹿島消防

本部 

(消防長) 

消防班 ◎消防本部 1 消防、救助及び救急活動に関すること。 

2 行方不明者捜索活動に関すること。 

3 り災証明(火災)に関すること。 

公立能登総合

病院 

(経営本部長) 

病院班 ◎能登総合病院 1 災害医療活動に関すること。 

注 各室及び出先機関は、所属する課の分掌事務とする。 
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別表第2(第6条関係) 

配備体制の基準、編成計画等 

配備体制 配備基準 動員対象職員 

注意配備体制 相当規模の災害の発生が

予想されるが、その程度の推

測が困難な段階 

あらかじめ指名する所管の要員を配備し、主として連絡にあた

る体制 

(各班に必要な職員) 

警戒配備体制 局部的であるが、大規模の

災害の発生が予想される段

階、及び相当規模の災害が発

生した段階 

関係各班の人員をもって当たるもので、災害の発生とともに直

ちに非常活動が開始できる体制 

(各班に必要な職員の増員) 

災害対策本部

体制 

市内全域にわたる大規模

の災害の発生が予想される

段階、及び大規模の災害が発

生した段階 

原則として全職員 

ただし、災害対策本部長が災害の発生規模(予測を含む。)から

判断して、災害応急対策に必要な一定範囲の動員対象職員を指定

したときは、この限りではない。 
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七尾市告示第３０号 

 

 七尾市自主防災組織等育成事業補助金交付要綱（平成１７年七尾市告示第１１９号）の全部を

次のように改正する。 

 

  平成２８年３月９日 

 

七尾市長  不 嶋 豊 和     

 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、自主的な地域ぐるみの自主防災組織等の育成強化を図ることにより、防災

関係機関の活動のみならず初期における地域の協力体制を確保し、災害から市民の生命、身体

及び財産を保護するため、自主防災組織等が七尾市自主防災組織等育成事業に対し、補助金を

予算の範囲内において交付するものとし、この交付に関しては、七尾市補助金交付規則(平成１

６年七尾市規則第４４号)に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 子ども消防クラブ等 子ども消防クラブ及び女性防火クラブをいう。 

(2) 自主防災組織 市の区域に存する町内会（２以上の町内会が協働する場合を含む。）を単

位とした自主防災を目的として結成された団体であって、市長に自主防災組織の設置に係る

規約を届け出た団体をいう。 

(3) 自主防災組織等 自主防災組織及び町内会をいう。 

(4) 防災資機材 自主防災組織等が防災活動を行う上で使用する資機材をいう。 

 (補助の対象及び補助率) 

第３条 第１条に規定する事業の種類、補助金交付の対象となる経費及びこれに対する補助率は、

別表に定めるところによる。 

（その他） 

第４条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 
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別表(第３条関係) 

区分 組織等 補助金の交付対象 補助率・補助金額 

子ども消防ク

ラブ等運営費 

子ども消防ク

ラブ等 

・子ども消防クラブ等の運営費（会議、

研修等） 

事業費の２分の１で

30,000円を限度とする。 

結成助成費 自主防災組織 ・活動費（防災訓練、資機材の点検等） 50,000円を限度とする。

ただし、自主防災組織を

設立した町内会等に対

し、１回に限り補助する

ものとする。 

防災資機材等

購入費 

自主防災組織 

等 

１．情報連絡用 

・サイレン付拡声器、携帯用ラジオ、

トランシーバー等 

２．初期消火用 

・消防器具置場の新設又は修理 

・消火栓ホース、同格納庫、消火器具

の購入及び据付費、修理費 

・バケツ、ヘルメット 

３．水防用 

・救命胴衣、防水シート、シャベル、

つるはし、スコップ、かけや、杭、

土のう袋等 

４．救出用 

・バール、はしご、のこぎり、なた、

ジャッキ、ハンマー、ロープ、チェ

ーンソー、油圧式救助器具、可搬式

ウインチ、マスク等 

５．救護用 

・担架、救急箱、テント、毛布、シー

ト、簡易ベッド等 

６．避難所・避難用 

・リヤカー、発電機、警報器具、投光

器、標識板、標旗、ライト、簡易ト

イレ、寝袋、暖房器具、燃料携行缶

等 

７．給食・給水用 

・炊飯装置、鍋、コンロ、給水タンク、

緊急用ろ水装置、飲料用水槽等 

８．防災倉庫 

９．避難誘導サイン 

10．上記のほか防災活動を行うため必要

な資機材で、市長が認めたもの 

事業費の２分の１で

250,000円を限度とする。 

小型動力ポン

プ購入費 

自主防災組織 

等 

・小型動力ポンプの購入 500,000円を限度とする。 

備考 限度額未満の場合100円未満切捨て 
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○七尾市災害防止事業補助金交付要綱 

平成17年4月1日 

告示第104号 

改正 平成19年2月23日告示第15号 

平成27年3月27日告示第66号 

(目的) 

第1条 この告示は、がけ地の崩壊による災害から市民の生命、身体及び財産を保護するた

め、がけ地の整備に対し補助金を交付することに関し、七尾市補助金交付規則(平成16年

七尾市規則第44号。以下「規則」という。)に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

(定義) 

第2条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) がけ地 高さがおおむね3m以上、かつ、勾配がおおむね30度以上の傾斜地をいう。 

(2) 防災工事 がけ崩れによる災害防止のための整備工事をいう。 

(3) 応急復旧工事 現に発生したがけ崩れによる被害の拡大を防止するために行う仮設

工事で、土砂、倒木等の障害物の除去その他の応急的な措置のための工事をいう。 

(補助の対象) 

第3条 補助金は、がけ地の崩壊により居住者その他の者に危害が生じるおそれがある又は

崩壊が生じたがけ地の防災工事及び応急復旧工事に対し、予算の範囲内で交付するものと

し、次に掲げるものとする。 

(1) 自然がけ地であること。 

(2) 他の補助事業対象外がけ地であること。 

(3) 防災工事を実施すること。 

(補助金額) 

第4条 補助金の額は、がけ地の整備に要する経費の2分の1以内の額とし、100万円を限度

とする。 

(その他) 

第5条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

付 則 

この告示は、公表の日から施行し、平成17年4月1日から適用する。 

附 則(平成19年2月23日告示第15号) 

この告示は、平成19年4月1日から施行する。 

附 則(平成27年3月27日告示第66号) 

この告示は、平成27年4月1日から施行する。 
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○七尾市緊急防災情報告知システムの管理及び運用に関する規則 

平成25年3月25日 

規則第25号 

(趣旨) 

第1条 この規則は、災害等緊急時における迅速かつ的確な情報その他住民に必要な情報を

伝達するため、市が設置する緊急防災情報告知システム(以下「告知システム」という。)

の管理及び運用に関し必要な事項を定めるものとする。 

(総括責任者) 

第2条 総括責任者は、告知システムの管理及び運用を統括し、管理責任者を指揮監督する。 

2 総括責任者は、防災担当部長をもって充てる。 

(管理責任者) 

第3条 管理責任者は、告知システムを管理し、総括責任者の命を受け、告知システムの管

理及び運用を行い、放送取扱者を指揮監督する。 

2 管理責任者は、防災担当課長をもって充てる。 

(放送取扱者) 

第4条 放送取扱者は、管理責任者の指揮のもと、告知システムの操作及び放送を行う。 

2 放送取扱者は、防災担当主管課の職員のうちから管理責任者が指名した者をもって充て

る。 

(放送の種類及び放送時間) 

第5条 放送の種類及び放送時間は、次のとおりとする。 

(1) 緊急放送 災害その他緊急を要する事態が発生し、又は発生するおそれのある場合 

(2) 臨時放送 緊急放送を除いて、時間を定めないで放送する場合 

2 放送の範囲別の種類は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 一斉放送 全市域を対象として行う放送 

(2) 地区放送 公民館の地区を対象として行う放送 

(禁止事項) 

第6条 次に掲げるものは、放送してはならない。 

(1) 個人及び特定人あて通知等により周知できるもの 

(2) 営利宣伝目的に関する内容のもの 

(3) 宗教的なもの 

(4) 選挙活動又は政治運動に関する内容のもの 
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(5) 個人情報に関すること 

(6) 公序良俗に反すること 

(放送の依頼) 

第7条 放送により周知する必要がある場合は、放送予定日の3日前までに、放送依頼書(別

記様式)を管理責任者に提出しなければならない。ただし、緊急を要する場合は、この限

りでない。 

2 管理責任者は、前項の依頼を受けたときは、その内容を検討し、放送の可否について決

定しなければならない。この場合において、放送しないことを決定した時は、その旨を放

送依頼者に通知するものとする。 

(放送の制限) 

第8条 総括責任者は、災害発生その他特に理由があるときは、放送を制限することができ

る。 

(放送設備の保全) 

第9条 管理責任者は、放送設備の保全のために定期的に放送設備の保守点検を行い、常に

良好な状態を維持するように努めなければならない。 

(放送訓練) 

第10条 総括責任者は、非常災害発生に備え、放送機能の確認及び放送運用の習熟を図る

ため、定期的に放送訓練を実施するものとする。 

(その他) 

第11条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成25年4月1日から施行する。 
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○七尾市津波避難施設整備事業補助金交付要綱 

平成24年11月5日 

告示第178号 

(趣旨) 

第1条 この告示は、地震、津波等が発生した際の対策として、地域住民自らが行う避難経

路及び避難地の整備に対し補助金を交付することに関し、七尾市補助金交付規則(平成16

年七尾市規則第44号 以下「規則」という。)に定めるもののほか、必要な事項を定める

ものとする。 

(定義) 

第2条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 避難地 地震、津波等が発生した際に一時的に避難することができる場所をいう。 

(2) 避難経路 津波が発生又は発生する恐れがある場合に、避難地へ避難する経路で、

車両が通行するためのものではなく、人が安全に歩くことができる幅員1メートル程度

のものをいう。 

(3) 津波避難施設 避難経路及び避難地をいう。 

(補助対象事業) 

第3条 補助の対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)は、次の各号の要件に該当

し、用地の確保、津波避難施設の工事からその管理までを自ら行う避難経路整備事業及び

避難地整備事業とする。 

(1) 七尾市津波ハザードマップで示されている津波浸水想定区域に入っており、津波発

生時に津波到達予想時間内に避難できる避難経路又は避難地が確保できず、津波により

被災する恐れのある地域を整備するものであること。 

(2) 十分な標高があり、津波により被災する恐れがない避難地であること。 

(3) 避難経路及び避難地が土砂崩れや建物等の倒壊の危険がなく、安全であること。 

(4) 津波避難施設の整備箇所は、市が現地調査を行った結果、必要と認めた箇所であっ

て、ほかに十分な津波避難施設がないこと。 

(5) 津波避難施設の整備は、地域において自主的な防災活動を行う組織が行うものであ

り、営利を目的としたものではないこと。 

(補助対象経費) 

第4条 補助の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、補助対象事業にかかる
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経費であって、次の各号に定めるところによる。 

(1) 原材料 生コンクリート、砂、砕石、間伐材、手摺等 

(2) 機械借上げ料 小型重機、ダンプトラック等 

(補助対象者) 

第5条 補助金の対象となる者は、次の各号のいずれかに該当する者で補助対象事業を実施

する市内に存する者とする。 

(1) 町会 

(2) 自主防災組織 

(3) その他市長が必要と認める者 

(補助金及び補助率) 

第6条 補助金の額は、別表に定めるところにより予算の範囲内において市長が必要と認め

る額とする。ただし、国、県又は七尾市からその他の補助金等を受けている事業は、対象

としない。 

(補助金の交付申請) 

第7条 補助金を申請しようとする者は、津波避難施設の整備に着手する前に規則第3条に

規定する申請書を提出しなければならない。 

(補助金の交付決定の通知) 

第8条 市長は、前条の規定による申請があった場合において、その内容を審査の上補助金

の交付を決定し、規則第6条の規定により通知するものとする。 

(実績報告) 

第9条 補助金の交付決定を受けた者(以下「補助事業者」という。)は、補助対象事業が完

了したときは、規則第12条に規定する実績報告書を市長に提出しなければならない。 

(補助金の額の確定通知) 

第10条 市長は、前条の実績報告を受けたときは、その内容を審査の上補助金の額を確定

し、規則第13条第2項に規定する補助金確定通知書により、その額を補助事業者に通知す

るものとする。 

(補助金の交付請求) 

第11条 補助事業者は、前条の規定による確定通知を受けたときは、市長に補助金の請求

をするものとする。 

(維持管理) 

第12条 補助事業者は、補助金の交付を受けて整備した津波避難施設を自らの負担におい



17 

て適正に維持管理しなければならない。 

(紛争等の処理) 

第13条 補助事業者は、補助対象事業の実施により第三者との間に生じた紛争等について

は、自らこれを処理し解決しなければならない。 

(その他) 

第14条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公表の日から施行し、平成24年度の事業から適用する。 

別表(第6条関係) 

項目 事業 補助金の額 

原材料 避難経路整備事業 原材料費の10分の10とし、整備延長が30メートルま

では50,000円を限度とし、30メートルを超える場合

は、10メートル毎に15,000円を加算する。なお、補

助対象延長は、100メートルまでとし、125,000円を

限度額とする。 

避難地整備事業 原材料費の10分の10とし、整備面積が40平方メート

ルまでは40,000円を限度とし、40平方メートルを超

える場合は、10平方メートル毎に8,000円を加算す

る。なお、補助対象面積は、100平方メートルまで

とし、88,000円を限度額とする。 

機械借上げ料 避難経路整備事業 

避難地整備事業 

機械借上げ料の2分の1とし、100,000円を限度額と

する。 

備考 避難経路整備及び避難地整備を同時に実施する場合の機械借上げ料は、いずれか1

事業分を補助金の算定対象とする。 
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○七尾市防災倉庫の管理に関する要綱  

平成25年12月27日  

告示第240号  

(目的 ) 

第1条 この告示は、七尾市防災倉庫 (以下「防災倉庫」という。 )等の管理を地区町会連合

会等が行うことにより、災害時に資機材の手配が容易になり、市民が行う初期消火、救

助救出活動の能力を高めるとともに、平常時は、自主防災組織等の訓練活動拠点となり、

市民の生命及び財産を守ることを目的とする。  

(貸与の申請 ) 

第2条 防災倉庫及び防災倉庫内備品の貸与を受けようとする地区町会連合会等の代表者

は、防災倉庫等貸与申請書 (様式第1号 )を市長に提出しなければならない。  

(貸与の決定及び通知 ) 

第3条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、その内容を審査し、防災倉庫等の貸

与を決定したときは、防災倉庫等貸与決定通知書 (様式第2号 )により、申請者に通知する

ものとする。  

(管理 ) 

第4条 防災倉庫及び防災倉庫内備品を貸与された地区町会連合会等の代表者は、その点検

及び清掃に努めるものとする。  

(通報 ) 

第5条 地区町会連合会等の代表は、防災倉庫及び防災倉庫内備品に破損等の事故が発生し

た場合、速やかに事故報告書 (様式第3号 )により市長に報告しなければならない。  

(修繕 ) 

第6条 天災、時の経過その他被貸与者の責めに帰することのできない事由により、防災倉

庫若しくは防災倉庫内備品が損傷し、又は汚損した場合においては、その修繕に要する

費用は、市が負担する。  

(補則 ) 

第7条 この告示に定めるもののほか、必要な事項が生じたときは、その都度被貸与者と協

議する。  

附 則  

この告示は、公表の日から施行し、平成26年1月6日から適用する。  
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○七尾市罹災証明書等交付要綱 

平成26年4月1日 

告示第74号 

(趣旨) 

第1条 この告示は、災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第2条第1号に規定する災害(火

災を除く。以下「災害」という。)によって市内で生じた被害について、市が証明書(以下

「罹災証明書等」という。)を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。 

(証明書の種類) 

第2条 罹災証明書等の種類は、次に定めるところによる。 

(1) 罹災証明書 災害により被害を受けた事実について、市が被害状況を調査し、当該

調査によって認定した被害の程度について証明するものをいう。 

(2) 罹災届出証明書 災害により被害を受けた事実について、その事実を市長に届け出

たことを証明するものをいう。 

2 罹災証明書等において証明する事項は、災害によって生じた被害に関する事項とし、被

害額については証明しないものとする。 

(交付の対象) 

第3条 罹災証明書の交付の対象者は、災害により被害を受けた建物の所有者又は使用者と

する。 

2 罹災届出証明書の交付の対象者は、前項に掲げる者のほか、災害により被害を受けた塀、

門扉等の工作物、家財及び事業用資産の所有者又は使用者とする。 

(申請) 

第4条 罹災証明書等の交付を受けようとする者(以下「申請者」という。)は、罹災証明書

等交付申請書(様式第1号)に次に掲げる書類を添えて市長に申請しなければならない。 

(1) 被害状況の写真 

(2) 被害場所の位置図 

(3) 被害状況を証明できる書類 

(4) その他市長が必要と認める書類 

2 前項の申請の期限は、罹災した日から起算して1年以内とする。ただし、1年を経過した

後であっても、提出書類により災害の被害の事実を確認することができ、申請の内容が正

当と認められる場合は、この限りでない。 

(交付) 
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第5条 市長は、前条第1項の申請を受けたときは、その内容を審査し、次の各号に掲げる

場合に応じて、当該各号に定める罹災証明書等を申請者に対して、遅滞なく交付するもの

とする。 

(1) 市が被害状況を調査し、被害の程度を認定した場合 罹災証明書(様式第2号) 

(2) 前号の認定ができない場合 罹災届出証明書(様式第3号) 

2 市長は、前項の規定により既に交付した罹災証明書等と同一の証明内容について申請が

あったときは、前条第1項各号に掲げる書類の添付及び申請内容の審査を省略して罹災証

明書等を交付するものとする。 

(手数料) 

第6条 この告示に定める罹災証明書等の交付に係る手数料は、無料とする。 

(補則) 

第7条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この告示は、公表の日から施行する。 
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七尾市告示第２８号 

 

七尾市災害時要援護者避難支援制度実施要綱（平成１９年七尾市告示第１４３号）の全部

を次のように改正する。 

 

平成２８年３月９日 

 

七尾市長 不 嶋  豊 和 

 

七尾市避難行動要支援者避難支援制度に関する実施要綱 

 

 (目的) 

第１条 この告示は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難する

ことが困難な者（以下「避難行動要支援者」という。）に対する避難の支援、安否の確

認その他の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護すべき必要な事項を定める

ことを目的とする。 

 (定義) 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 避難行動要支援者 本市に住所を有する者で、在宅生活をする７５歳以上の者のほ

か、次のいずれかの要件に該当するものをいう。 

ア 介護保険法（平成９年法律第１２３号）による要介護状態区分が３、４又は５と認

定された者 

イ 身体障害者のうち、身体障害者手帳に１級又は２級と記載されている者 

ウ 知的障害者のうち、療育手帳にＡ又はＢ判定と記載されている者 

エ 精神障害者のうち、精神障害者保健福祉手帳に１級、２級又は３級と記載されてい

る者 

オ 高齢者のみの世帯の者 

カ 前各号に掲げる者のほか、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に

避難の確保に対し、特に支援を要する者 

(2) 避難支援等関係者 社会福祉法人七尾市社会福祉協議会、町会、民生委員児童委員、

地区社会福祉協議会、自主防災組織等に携わる関係者をいう。 

(避難行動要支援者名簿の作成) 

第３条 市長は、避難行動要支援者に対する避難支援等が円滑に行われるよう必要な体制を

整備するため、避難行動要支援者について避難支援等を実施するための基礎となる名簿

（以下「避難行動要支援者名簿」という。）を作成するものとする。 
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(避難行動要支援者名簿の記載事項) 

第４条 避難行動要支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、

記録するものとする。 

(1) 氏名 

(2) 生年月日 

(3) 性別 

(4) 住所及び居所 

(5) 電話番号その他の連絡先 

(6) 避難支援等を必要とする事由 

(7) 前各号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し、市長が必要と認める事項 

２ 市長は、避難行動要支援者名簿を円滑に作成するため、避難支援等関係者と連携して情

報の把握に努めなければならない。 

 (避難行動要支援者名簿の提供) 

第５条 市長は、災害の発生に備え、避難支援等関係者に対し、第３条の規定により作成し

た避難行動要支援者名簿、又は記録された情報（以下「名簿情報」という。）のうち、

本人の同意を得たものを提供するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場

合において、避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護するために特に必要がある

と認めるときは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係者その他の者に対し、

名簿情報を提供することができる。この場合において、名簿情報を提供することにつき、

本人の同意を得ることを要しない。 

（名簿情報の利用） 

第６条 避難支援等関係者は、第５条の規定により提供を受けた名簿情報を次の各号に掲げ

ることに利用することができる。 

(1) 避難支援に関する個別計画の作成及び整備 

(2) 防災訓練 

(3) その他避難行動要支援者の避難支援に関すること。 

 (名簿情報の保護) 

第７条 避難支援等関係者、名簿情報の提供を受けた者（その者が法人である場合にあって

は、その役員）その他の当該名簿情報を利用して避難支援等の実施に携わる者又はこれ

らの者であった者は、正当な理由がなく、当該名簿情報に係る避難行動要支援者に関し

て知り得た秘密を漏らしてはならない。  

２ 避難支援等関係者は、避難行動要支援者名簿の写しを紛失したときは、速やかに市長に

報告しなければならない。 

３ 市長は、避難支援等関係者に名簿情報の保護に関して、必要に応じて指示又は調査を行

うことができる。 
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４ 市長は、避難支援等関係者が名簿情報を保護し難いと判断した場合は、避難行動要支援

者名簿の写しを返還させることができる。 

(名簿情報の変更) 

第８条 市長は、避難行動要支援者名簿に記載された事項に変更が生じたことを知ったとき

には、避難行動要支援者名簿にその旨を記載するとともに、避難支援等関係者に連絡す

るものとする。 

 (取消し) 

第９条 市長は、避難行動要支援者が次に掲げる事項のいずれかに該当する場合は、避難行

動要支援者名簿から名簿情報を削除し、避難支援等関係者に連絡するものとする。 

(1) 避難行動要支援者が死亡したとき。 

(2) 避難行動要支援者が市外に転出したとき。 

(3) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるとき。 

(制度の周知) 

第１０条 市長は、広報誌等を通じて、この告示に定める制度の周知を図るものとする。 

２ 避難支援等関係者は、前項の周知に協力するものとする。 

附 則 

 この告示は、公表の日から施行する。ただし、この告示の施行前に、七尾市災害時要援護

者避難支援制度実施要綱（平成１９年七尾市告示第１４３号）によって災害時要援護者とし

て登録された者は、この告示によって登録に同意したものとみなす。 
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○七尾市災害弔慰金の支給等に関する条例 

平成16年10月1日 

条例第129号 

目次 

第1章 総則(第1条・第2条) 

第2章 災害弔慰金の支給(第3条―第8条) 

第3章 災害障害見舞金の支給(第9条―第11条) 

第4章 災害援護資金の貸付け(第12条―第15条) 

第5章 補則(第16条) 

附則 

第1章 総則 

(目的) 

第1条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律(昭和48年法律第82号。以下「法」

という。)及び災害弔慰金の支給等に関する法律施行令(昭和48年政令第374号。以下「政

令」という。)の規定に準拠し、暴風、豪雨等の自然災害により死亡した市民の遺族に対

する災害弔慰金の支給を行い、自然災害により精神又は身体に著しい障害を受けた市民に

災害障害見舞金の支給を行い、並びに自然災害により被害を受けた世帯の世帯主に対する

災害援護資金の貸付けを行い、もって市民の福祉及び生活の安定に資することを目的とす

る。 

(定義) 

第2条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 災害 暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他の異常な自然現象により

被害が生ずることをいう。 

(2) 市民 災害により被害を受けた当時、本市の区域内に住所を有した者をいう。 

第2章 災害弔慰金の支給 

(災害弔慰金の支給) 

第3条 市は、市民が政令第1条に規定する災害(以下この章及び次章において単に「災害」

という。)により死亡したときは、その者の遺族に対し、災害弔慰金の支給を行うものと

する。 

(災害弔慰金を支給する遺族) 

第4条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、法第3条第2項の遺族の範囲とし、その順位は、

次に掲げるとおりとする。 

(1) 死亡者の死亡時において、死亡者により生計を主として維持していた遺族を先にし、

その他の遺族を後にする。 

(2) 前号の場合において、同順位の遺族については、次に掲げる順序とする。 

ア 配偶者 

イ 子 
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ウ 父母 

エ 孫 

オ 祖父母 

2 前項の場合において、同順位の父母については養父母を先にし、実父母を後にし、同順

位の祖父母については養父母の父母を先にし、実父母の父母を後にし、父母の養父母を先

にし、実父母を後にする。 

3 遺族が遠隔地にある場合その他の事情により、前2項の規定により難いときは、前2項の

規定にかかわらず、第1項の遺族のうち、市長が適当と認める者に支給することができる。 

4 第1項に掲げる遺族がいない場合で、死亡した者と生計を一にしていた兄弟姉妹がいる

ときは、その者に対して災害弔慰金を支給するものとする。 

5 前各項の場合において、災害弔慰金の支給を受けるべき同順位の遺族が2人以上あると

きは、その1人に対してした支給は、全員に対しなされたものとみなす。 

(災害弔慰金の額) 

第5条 災害により死亡した者1人当たりの災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時にお

いてその死亡に関し災害弔慰金を受けることができることとなる者の生計を主として維

持していた場合にあっては500万円とし、その他の場合にあっては250万円とする。ただ

し、死亡者がその死亡に係る災害に関し既に次章に規定する災害障害見舞金の支給を受け

ている場合は、これらの額から当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控除した額とする。 

(死亡の推定) 

第6条 災害の際現にその場に居合わせた者についての死亡の推定については、法第4条の

規定によるものとする。 

(支給の制限) 

第7条 災害弔慰金は、次に掲げる場合には、支給しない。 

(1) 当該死亡者の死亡が、その者の故意又は重大な過失により生じたものである場合 

(2) 政令第2条に規定する場合 

(3) 災害に際し、市長の避難の指示に従わなかったことその他の特別の事情があるため、

市長が支給を不適当と認めた場合 

(支給の手続) 

第8条 市長は、災害弔慰金の支給を行うべき事由があると認めるときは、規則で定めると

ころにより支給を行うものとする。 

2 市長は、災害弔慰金の支給に関し、遺族に対し必要な報告又は書類の提出を求めること

ができる。 

第3章 災害障害見舞金の支給 

(災害障害見舞金の支給) 

第9条 市は、市民が災害により負傷し、又は疾病にかかり、治った場合(その症状が固定し

たときを含む。)において法別表に掲げる程度の障害があるときは、当該市民(以下「障害

者」という。)に対し、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

(災害障害見舞金の額) 
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第10条 障害者1人当たりの災害障害見舞金の額は、当該障害者が災害により負傷し、又は

疾病にかかった当時において、その属する世帯の生計を主として維持していた場合にあっ

ては250万円とし、その他の場合にあっては125万円とする。 

(準用規定) 

第11条 第7条及び第8条の規定は、災害障害見舞金について準用する。 

第4章 災害援護資金の貸付け 

(災害援護資金の貸付け) 

第12条 市は、政令第3条に掲げる災害により法第10条第1項各号に掲げる被害を受けた世

帯の市民である世帯主に対し、その生活の立て直しに資するため、災害援護資金の貸付け

を行うものとする。 

2 前項に掲げる世帯は、その所得について法第10条第1項に規定する要件に該当するもの

でなければならない。 

(災害援護資金の限度額等) 

第13条 災害援護資金の1災害における1世帯当たりの貸付限度額は、災害による当該世帯

の被害の種類及び程度に応じ、それぞれ次に掲げるとおりとする。 

(1) 療養に要する期間がおおむね1月以上である世帯主の負傷(以下「世帯主の負傷」と

いう。)があり、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財についての被害金額がその家財の価額のおおむね3分の1以上である損害(以下

「家財の損害」という。)及び住居の損害がない場合 150万円 

イ 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 250万円 

ウ 住居が半壊した場合 270万円 

エ 住居が全壊した場合 350万円 

(2) 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれかに該当する場合 

ア 家財の損害があり、かつ、住居の損害がない場合 150万円 

イ 住居が半壊した場合 170万円 

ウ 住居が全壊した場合(エの場合を除く。) 250万円 

エ 住居の全体が滅失し、又は流失した場合 350万円 

(3) 第1号のウ又は前号のイ若しくはウにおいて、被災した住居を建て直すに際しその住

居の残存部分を取り壊さざるを得ない場合等特別の事情がある場合には、「270万円」

とあるのは「350万円」と、「170万円」とあるのは「250万円」と、「250万円」とあ

るのは「350万円」と読み替えるものとする。 

2 災害援護資金の償還期間は、10年とし、据置期間は、そのうち3年(政令第7条第2項括弧

書きの場合は、5年)とする。 

(利率) 

第14条 災害援護資金は、据置期間中は無利子とし、据置期間経過後はその利率を延滞の

場合を除き年3パーセントとする。 

(償還等) 

第15条 災害援護資金は、年賦償還又は半年賦償還とする。 
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2 償還方法は、元利均等償還の方法とする。ただし、貸付金の貸付けを受けた者は、いつ

でも繰上償還をすることができる。 

3 償還免除、保証人、一時償還、違約金及び償還金の支払猶予については、法第13条第1

項及び政令第8条から第12条までの規定によるものとする。 

第5章 補則 

(委任) 

第16条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この条例は、平成16年10月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この条例の施行の日の前日までに、合併前の災害弔慰金の支給等及び災害住宅資金の貸

付けに関する条例(昭和49年七尾市条例第23号)、田鶴浜町災害弔慰金の支給等に関する条

例(昭和49年田鶴浜町条例第16号)、災害弔慰金の支給等に関する条例(昭和51年中島町条

例第21号)又は災害弔慰金の支給等に関する条例(昭和52年能登島町条例第1号)の規定に

よりなされた手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされた手続その

他の行為とみなす。 
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○七尾市災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則 

平成16年10月1日 

規則第76号 

第1章 総則 

(趣旨) 

第1条 この規則は、七尾市災害弔慰金の支給等に関する条例(平成16年七尾市条例第129号。以下

「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

第2章 災害弔慰金の支給 

(支給の手続) 

第2条 市長は、条例第3条の規定により災害弔慰金を支給するときは、次に掲げる事項の調査を

行った上、災害弔慰金の支給を行うものとする。 

(1) 死亡者(行方不明者を含む。以下同じ。)の氏名、性別及び生年月日 

(2) 死亡(行方不明を含む。以下同じ。)の年月日及び死亡の状況 

(3) 死亡者の遺族に関する事項 

(4) 支給の制限に関する事項 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

(必要書類の提出) 

第3条 市長は、本市の区域外で死亡した市民の遺族に対し、死亡地の官公署の発行する被災証明

書を提出させるものとする。 

2 市長は、市民でない遺族に対しては、遺族であることを証明する書類を提出させるものとする。 

第3章 災害障害見舞金の支給 

(支給の手続) 

第4条 市長は、条例第9条の規定により災害障害見舞金を支給するときは、次に掲げる事項の調

査を行った上、災害障害見舞金の支給を行うものとする。 

(1) 障害者の氏名、性別及び生年月日 

(2) 障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった年月日及び負傷又は疾病の状況 

(3) 障害の種類及び程度に関する事項 

(4) 支給の制限に関する事項 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

(必要書類の提出) 

第5条 市長は、本市の区域外で障害の原因となる負傷又は疾病の状態となった市民に対し、負傷

し、又は疾病にかかった地の官公署の発行する被災証明書を提出させるものとする。 

2 市長は、障害者に対し、災害弔慰金の支給等に関する法律(昭和48年法律第82号)別表に規定す

る障害を有することを証明する医師の診断書(様式第1号)を提出させるものとする。 

第4章 災害援護資金の貸付け 

(借入れの申込み) 

第6条 災害援護資金(以下「資金」という。)の貸付けを受けようとする者(以下「借入申込者」と

いう。)は、次に掲げる事項を記載した災害援護資金借入申込書(様式第2号。以下「借入申込書」

という。)を、市長に提出しなければならない。 

(1) 借入申込者の住所、氏名及び生年月日 

(2) 貸付けを受けようとする資金の金額、償還の期間及び方法 
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(3) 貸付けを受けようとする理由及び資金の使途についての計画 

(4) 保証人となるべき者に関する事項 

(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

2 借入申込書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

(1) 世帯主の負傷を理由とする借入申込者にあっては、医師の療養見込期間及び療養概算額を

記載した診断書 

(2) 被害を受けた日の属する年の前年(当該被害を1月から5月までの間に受けた場合にあって

は、前々年とする。以下この号において同じ。)において、他の市町村に居住していた借入申

込者にあっては、当該世帯の前年の所得に関する当該市町村長の証明書 

(3) 前2号に掲げるもののほか、市長が必要と認めた書類 

3 借入申込者は、借入申込書を、その者の被災の日の属する月の翌月1日から起算して3月を経過

する日までに提出しなければならない。 

(調査) 

第7条 市長は、借入申込書の提出を受けたときは、速やかに、その内容を検討の上、当該世帯の

被害の状況、所得その他の必要な事項について調査を行うものとする。 

(貸付けの決定) 

第8条 市長は、借入申込者に対して資金を貸し付ける旨を決定したときは、貸付金の金額、償還

期間及び償還方法を記載した災害援護資金貸付決定通知書(様式第3号。以下「貸付決定通知書」

という。)を、借入申込者に交付するものとする。 

2 市長は、借入申込者に対して、資金を貸し付けない旨を決定したときは、災害援護資金貸付不

承認決定通知書(様式第4号)を、借入申込者に通知するものとする。 

(借用書の提出) 

第9条 貸付決定通知書の交付を受けた者は、速やかに、保証人の連署した災害援護資金借用書(様

式第5号。以下「借用書」という。)に、資金の貸付けを受けた者(以下「借受人」という。)及び

保証人の印鑑証明書を添えて市長に提出しなければならない。 

(貸付金の交付) 

第10条 市長は、借用書と引換えに貸付金を交付するものとする。 

(償還の完了) 

第11条 市長は、借受人が貸付金の償還を完了したときは、当該借受人に係る借用書及びこれに

添えられる印鑑証明書を遅滞なく返還するものとする。 

(繰上償還の申出) 

第12条 繰上償還をしようとする者は、繰上償還申出書(様式第6号)を市長に提出するものとする。 

(償還金の支払猶予) 

第13条 借受人は、償還金の支払猶予を申請しようとするときは、支払猶予を受けようとする理

由、猶予期間その他市長が必要と認める事項を記載した償還金支払猶予申請書(様式第7号)を、

市長に提出しなければならない。 

2 市長は、支払の猶予を認める旨を決定したときは、支払を猶予した期間その他市長が必要と認

める事項を記載した支払猶予承認通知書(様式第8号)を、当該借受人に交付するものとする。 

3 市長は、支払の猶予を認めない旨の決定をしたときは、支払猶予不承認通知書(様式第9号)を、

当該借受人に交付するものとする。 

(違約金の支払免除) 
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第14条 借受人は、違約金の支払免除を申請しようとするときは、その理由を記載した違約金支

払免除申請書(様式第10号)を市長に提出しなければならない。 

2 市長は、違約金の支払免除を認める旨を決定したときは、違約金の支払を免除した期間及び支

払を免除した金額を記載した違約金支払免除承認通知書(様式第11号)を、当該借受人に交付す

るものとする。 

3 市長は、支払免除を認めない旨を決定したときは、違約金支払免除不承認通知書(様式第12号)

を、当該借受人に交付するものとする。 

(償還免除) 

第15条 災害援護資金の償還未済額の全部又は一部の償還の免除を受けようとする者(以下「償還

免除申請者」という。)は、償還免除を受けようとする理由その他市長が必要と認める事項を記

載した災害援護資金償還免除申請書(様式第13号)を、市長に提出しなければならない。 

2 前項の申請書には、次に掲げるいずれかの書類を添えなければならない。 

(1) 借受人の死亡を証する書類 

(2) 借受人が精神又は身体に著しい障害を受けて貸付金を償還することができなくなったこ

とを証する書類 

3 市長は、償還の免除を認める旨を決定したときは、災害援護資金償還免除承認通知書(様式第

14号)を、当該償還免除申請者に交付するものとする。 

4 市長は、償還の免除を認めない旨を決定したときは、災害援護資金償還免除不承認通知書(様

式第15号)を、当該償還免除申請者に交付するものとする。 

(督促) 

第16条 市長は、償還金を納付期限までに納入しない者があるときは、督促状を発行するものと

する。 

(氏名又は住所の変更届等) 

第17条 借受人又は保証人について、氏名又は住所の変更等借用書に記載した事項に異動を生じ

たときは、借受人は、速やかに、市長に氏名等変更届(様式第16号)を提出しなければならない。

ただし、借受人が死亡したときは、同居の親族又は保証人が代わってその旨を届け出るものと

する。 

第5章 補則 

(その他) 

第18条 この規則に定めるもののほか、災害弔慰金及び災害障害見舞金の支給並びに災害援護資

金の貸付けの手続に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この規則は、平成16年10月1日から施行する。 

(経過措置) 

2 この規則の施行の日の前日までに、合併前の災害弔慰金の支給及び災害住宅資金の貸付けに関

する条例施行規則(昭和49年七尾市規則第20号)、災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則(昭

和49年田鶴浜町規則第3号)、災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則(平成4年中島町規則第5

号)又は災害弔慰金の支給等に関する条例施行規則(昭和52年能登島町規則第2号)の規定により

なされた手続その他の行為は、それぞれこの規則の相当規定によりなされた手続その他の行為

とみなす 
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○七尾鹿島消防本部警防活動規程 

平成 26年 1月 7日 

七尾鹿島消防本部訓令第 1号 

 

第 1章 総則 

(趣旨) 

第 1条 この規程は、七尾鹿島消防本部の警防活動について必要な事項を定めるものとする。 

(用語の定義) 

第 2条 この規程における用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 警防活動 災害等が発生し、又は発生するおそれのある場合に被害を最小限度にとどめるために

行う活動をいう。 

(2) 救助活動 災害等により生命又は身体に危険が及んでおり、かつ、自らその危険を排除すること

ができない者について、その危険を排除し、又は安全な状態に救出することにより、消防法(昭和 23年

法律第 186号)の定めによる人命の救助を行う活動をいう。 

(3) 救急活動 消防法に定める救急業務の対象となる活動をいう。 

(4) 特別消防対象物 消防上特別の警備を必要とする次に定める消防対象物をいう。 

ア 文化財建造物及び文化財を収蔵する建築物のうち消防長が指定した消防対象物 

イ 消防法施行令(昭和 36 年政令第 37 号)別表第 1 に定める防火対象物(同表(17)項から(20)項までに

定めるものを除く。)のうち消防長が指定した消防対象物 

(5) NBC災害 核物質、生物剤、化学剤等によるテロ及びこれらの物質に起因する災害をいう。 

(6) 異常気象 乾燥、地震、台風、暴風、強風、豪雪、豪雨、洪水、高潮、津波等による災害が発生

し、又は発生するおそれがある気象をいう。 

(7) 非常災害 大規模な火災、震災、異常気象、特殊な物質若しくは環境下における災害、集団災害

その他の災害による非常事態が発生し、又は発生するおそれのある特別の警戒防ぎょを必要とするもの

をいう。 

(警防責任) 

第 3条 消防長は、消防署長(以下「署長」という。)が行う警防活動の最高方針を決定し、統括する。 

2 署長は、消防隊、救助隊及び救急隊(以下「消防隊等」という。)の運用、指揮、災害情報等を統括

し、警防活動にあたる。 

第 2章 警防活動体制 

第 1節 指令室 

(指令室) 

第 4条 指令室は、災害の覚知、警防活動に関する必要な指令、無線統制、情報収集、連絡等の業務を

行うものとする。 

(情報収集及び出動指令等) 

第 5条 指令室長は、防災関係機関、災害現場等から警防活動に関する必要な情報の収集を行い、速や

かに消防長に報告するとともに警防活動上必要な措置を講じなければならない。 

2 消防隊等の出動指令は、七尾鹿島消防本部災害出動規程(平成 25年七尾鹿島消防本部訓第 1号)の定

めるところによる。 

3 消防通信については、七尾鹿島消防本部通信規程(平成 25年七尾鹿島消防本部訓第 2号)の定めると

ころによる。 
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第 2節 消防隊等の編成 

(消防隊等の編成) 

第 6条 消防隊等は、次に定める基準により編成するものとする。 

(1) 消防隊の編成は、次の各号に定める基準により編成する。 

ア 消防小隊は、小隊長及び所要の隊員並びに所要の装備をした消防車両 1両をもって編成し、小隊長

は消防士長以上を充てる。 

イ 消防中隊は、おおむね 3個小隊をもって編成し、中隊長は消防司令補以上を充てる。 

ウ 消防大隊は、おおむね 2個中隊をもって編成し、大隊長は消防司令長を充てる。 

(2) 救助隊の編成は、七尾鹿島消防本部救助活動規程(平成 25年七尾鹿島消防本部訓第 3号。以下「救

助活動規程」という。)及び七尾鹿島消防本部水難救助活動規程(平成 25年七尾鹿島消防本部訓第 4号。

以下「水難救助活動規程」という。)の定めるところによる。 

(3) 救急隊の編成は、七尾鹿島消防本部救急活動規程(平成 25年七尾鹿島消防本部訓第 5号。以下「救

急活動規程」という。)の定めるところによる。 

(特設小隊の編成) 

第 7条 特設小隊は、次の各号に掲げる場合に、消防本部若しくは消防署(以下「署」という。)の職員

のうちから、あらかじめ消防長又は署長(以下「消防長等」という。)が指名した者をもって第 6条に準

じて編成するものとする。 

(1) 平常時の警備に支障があり特に必要がある場合 

(2) 非常災害の発生により特に必要がある場合 

(3) 火災警戒区域又は消防警戒区域の設定について特に必要がある場合 

(消防隊等の配置) 

第 8条 消防隊及び分団消防隊等の配置は、別表第 1のとおりとする。 

第 3節 署における勤務 

(消防隊等の勤務) 

第 9条 消防隊等の警防活動上必要な業務は、次に定めるとおりとする。 

(1) 署内勤務 

(2) 署外勤務 

(署内勤務における業務処理) 

第 10 条 前条第 1 号に規定する署内勤務中においては、次の各号に定める事項について処理しなけれ

ばならない。 

(1) 災害通信及び指令通信の取扱い(様式第 1号、様式第 1号の 2、様式第 1号の 3、様式第 2号) 

(2) 各種記録の作成及び関係先への連絡 

(3) 消防機械器具の点検及び整備 

(4) 調査事項で処理を必要とする事務 

(5) 諸計画の樹立、報告書の作成、帳簿の記録その他の文書整理事務 

(6) その他警防活動上必要な業務 

(署外勤務における業務処理) 

第 11 条 第 9 条第 2 号に規定する署外勤務中においては、次の各号に定める事項について処理しなけ

ればならない。 

(1) 消防水利の維持及び管理 

(2) 放置された物件又は道路占有等への対応 
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(3) 消防対象物の位置、構造、収容人員等の調査及び検査等 

(4) 危険物、有害物質等の貯蔵又は取扱い場所に対する調査、検査等 

(5) その他警防活動上必要な業務 

2 署外勤務において、警防活動上支障となる事案を確認した場合は、必要な処置を講じなければなら

ない。この場合において、緊急を要するものについては速やかに排除するよう努めるとともに直ちに上

司に報告しなければならない。 

3 前 2 項に定めるもののほか、署外勤務中における警防活動上必要な事項の処理については別に定め

る。 

(待機) 

第 12 条 消防隊等の隊員(あらかじめ指示された者を除く。)は、出動指令を受けたとき、直ちに出動

できるよう態勢を整えておかなければならない。 

第 3章 災害現場の活動 

第 1節 通則 

(指揮の基準) 

第 13条 災害現場における最高指揮者は、次の基準によるものとする。 

(1) 第 1 出動の災害現場にあっては、当該区域を管轄する署(以下「所轄署」という。)の中隊長とす

る。ただし、第 1出動に至らない場合で、中隊長がいないときは、先着の小隊長とする。 

(2) 第 2出動の災害現場にあっては、所轄署長とする。 

(3) 第 3出動の災害現場にあっては、消防長とする。 

2 前項の指揮者が災害現場に出動していないときは、当該災害現場にいる最上級指揮者が指揮をする。 

3 第 1 項(同項第 3 号を除く。)に定める指揮者が指揮する災害現場に上級指揮者が出動し、災害の状

況等から判断して特に必要と認めるときは、その者が当該現場の最高指揮者となることを宣言すること

ができる。 

4 災害現場に警防課長が出動した場合は、当該災害現場における最高指揮者と連絡を密にし、現場活

動全般について指導、助言又は協力を行い、現場活動の円滑適正化を図らなければならない。 

(現場報告) 

第 14 条 前条の指揮者は、現場における火災等の状況及び防ぎょ活動の概況等を消防長に速やかに報

告しなければならない。 

(分団消防隊の指揮) 

第 15 条 消防団は、消防長等の所轄の下に行動するものとし、団長は火災等の災害現場において所属

の分団消防隊を指揮する。 

(指揮者の担当範囲) 

第 16 条 災害現場の最高指揮者は、災害現場における災害の状況等に応じて、下級指揮者に範囲を定

めて指揮を担当させることができる。 

(指揮命令の取扱い) 

第 17 条 災害現場における活動は、原則として直属指揮者の命令により行う。ただし、前条に定める

ところにより指揮担当範囲内の指揮を命ぜられた者が指揮を行う場合は、当該指揮者の指揮命令による

ものとする。 

2 前項に定めるもののほか、直属指揮者以外の上級指揮者の指揮命令があったときは、努めて自隊の

活動目的等を伝達し、これに従うものとする。 

3 災害現場の部分的な活動に限り、上級の消防吏員から当該現場の状況変化等に即応させるための指



34 

 

揮命令があったときは、前項に準ずるものとする。 

(現場指揮本部の設置) 

第 18 条 最高指揮者は、災害の状況により、必要があると認めるときは、警防活動を統括するため現

場指揮本部を設置する。 

2 現場指揮本部において行う任務は、おおむね次のとおりとする。 

(1) 災害状況及び活動状況の把握 

(2) 活動方針の策定 

(3) 活動の全般指揮 

(4) 無線等による指令室、消防隊、消防団、警察機関等との情報連絡 

(5) 水道管理者、電力会社、ガス会社等関係のある者への連絡又は指導 

(6) 報道関係者等に対する情報提供(消防の活動に支障がないものに限る。) 

(7) 必要資器材の確保 

(8) 事業所等の自衛消防組織の活動の把握及び情報収集 

(現場指揮本部の標示) 

第 19 条 災害現場に現場指揮本部が設置されたときは、指揮体制を明らかにするため、現場指揮本部

旗等により明示するものとする。 

(火災警戒区域の設定) 

第 20 条 最高指揮者は、ガス、火薬又は危険物の漏えい飛散等、事故現場の状況により必要と認めた

ときは、火災警戒区域を設定し、区域内における火気の使用禁止、一般住民に対する区域外への退去命

令、区域への出入の禁止又は制限等必要な措置を講じなければならない。 

(活動妨害に対する措置) 

第 21 条 消防吏員は、災害現場において、消防活動の妨害し、若しくは支障となる者があるときは、

口頭による制止、退去を求める等の措置を講じるとともに、必要に応じ警察機関に協力を求めるものと

する。 

(活動に対する住民協力) 

第 22 条 消防吏員が、災害現場活動に当たり、住民等に協力させる場合は、延焼拡大による危険が著

しいとき、又は人命救助の必要性が急迫しているときで、当該住民等の協力によらなければ、その危険

排除又は人命救助ができないときに限る。 

(資器材の調達等) 

第 23 条 最高指揮者は、災害が長時間にわたる場合又は災害の状況により、資器材、食糧の調達及び

補給のため必要な措置を講じなければならない。 

第 2節 現場活動 

(現場活動の原則) 

第 24 条 災害現場における各隊は、相互に連携して人命の安全確保を最優先とし、危険要因の排除及

び被害拡大の防止に努めるものとする。 

(火災防ぎょ活動) 

第 25 条 火災防ぎょ活動は、人員、装備、施設等を有効に活用し、火災による人的及び物的被害を最

小限度にとどめるため、迅速かつ的確に行わなければならない。 

2 火災現場において特に次の各号に掲げる事項を配慮して活動しなければならない。 

(1) 人命の救助及び避難誘導 

(2) 指令室及び他の消防隊との連携 
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(3) 無線の活用 

(4) 水損の防止 

(5) 消防警戒区域の設定 

(6) 飛火警戒の対策 

(7) 残火処理の徹底 

(8) 現場保存 

(分団消防隊の活動) 

第 26 条 分団消防隊の災害現場活動は、所属消防団長の指揮によるほか当該分団長の指揮命令に従う

ものとする。 

(救助活動) 

第 27 条 人命に係る救助活動は、他の災害活動に優先して行い、要救助者の安全確保を主眼として、

迅速かつ的確に行わなければならない。 

2 前項に定めるほか、救助隊の活動について必要な事項は、救助活動規程及び水難救助活動規程の定

めるところによる。 

(救急活動) 

第 28 条 救急活動は、傷病者の観察、救命及び救護処置を行うとともに、医療機関への搬送を適切か

つ迅速に行わなければならない。 

2 前項に定めるほか、救急隊の活動について必要な事項は、救急活動規程の定めるところによる。 

(その他の警防活動) 

第 29 条 その他の警防活動は、消防の目的に適合するものについてのみ行うこととする。ただし、消

防長が必要と認めた場合は、この限りでない。 

第 3節 災害現場活動記録及び報告 

(災害現場の活動報告) 

第 30条 災害現場活動(救急のみの活動を除く。)を行った指揮者(現場の最高指揮者を除く。以下この

条において同じ。)は、その活動種別に応じて隊別火災活動報告書(様式第 3 号)、隊別救助活動報告書

(様式第 4 号)及び救急活動報告書(様式第 5 号の 1)を作成し、当該災害現場の最高指揮者に提出しなけ

ればならない。 

2 前項により記録の提出を受けた最高指揮者は、当該記録に基づき火災活動報告書(様式第 6 号)及び

救助活動報告書(様式第 7号)に活動概要図を添付し、災害発生後速やかに署長を経て消防長に報告しな

ければならない。 

(救急現場の活動報告) 

第 31条 救急現場活動を行った指揮者は、救急活動報告書及び救急活動記録票(様式第 5号の 2)を作成

し、署長に報告しなければならない。 

2 その他必要な報告については救急活動規程の定めるところによる。 

(その他の災害現場の活動報告) 

第 32 条 その他の災害現場活動を行った指揮者は、隊別警戒活動報告書(様式第 8 号)を作成し、当該

災害現場の最高指揮者に提出しなければならない。 

2 前項により記録の提出を受けた最高指揮者は、当該記録に基づき警戒活動報告書(様式第 9 号)を作

成し、災害発生後速やかに署長に報告しなければならないが、災害の規模等を勘案し必要と認めるとき

は署長を経て消防長に報告するものとする。 

第 4章 特別警備計画 
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(特別警備計画) 

第 33条 特別警備計画は、次の 2種に区分する。 

(1) 特別消防対象物警備計画 特別消防対象物に対する防ぎょ活動の円滑適正化を図るため、出動基

準、水利部署、連携活動等の運用について定める計画 

(2) 特殊警備計画 大規模な通行障害、観光行事その他特殊な事象に対する災害防ぎょ、人命救助等

の円滑適正化を図るため、出動基準、連携活動等の運用について定める計画 

(特別警備計画の樹立及び運用) 

第 34 条 署長は、管轄区域内(以下「管内」という。)の特別警備計画を樹立し、その適正な運用を期

さなければならない。 

2 署長は、特別警備計画を樹立し、変更するときは、消防長に報告するものとする。 

第 5章 非常災害警備 

(非常災害警備の種別) 

第 35条 非常災害警備は、大火災及び台風、地震、水害等の自然災害、大規模事故、NBC災害、武力攻

撃等の各種災害に際して、その災害又は事故に対応する名称を冠して称する。 

(非常災害警備計画の樹立) 

第 36 条 非常災害による被害を防ぎょ及び軽減し、消防隊等が的確かつ円滑に活動を行うため、警備

計画を別に定めるものとする。 

(非常災害警備の実施) 

第 37 条 非常災害が発生し、又は発生するおそれのある場合は、非常災害警備を実施するものとし、

警備の実施及び解除は、消防長が発令する。 

(警備本部の設置) 

第 38条 消防長は、非常災害警備の実施のために必要があるときは、警備本部を設置する。 

2 警備本部の名称は、警備種別を冠して呼称するものとし、原則として本部に設置する。 

(警備本部並びに署の編成及び業務分担) 

第 39条 警備本部の編成及び業務分担は、おおむね別表第 2のとおりとする。 

2 警備本部が設置されたときにおける署の編成及び業務分担は、おおむね別表第 3のとおりとする。 

(非常災害時の増強配置) 

第 40条 災害の態様に応じて消防長が必要と認めた場合は、消防隊等を増強配置する。 

2 前項により増強される消防隊等は、人員及び車両並びに被害状況等に応じて配置する。 

第 6章 警防訓練 

(警防訓練の種別) 

第 41条 警防訓練は、特別訓練(消防長が実施計画を樹立して行う訓練をいう。)及び通常訓練(署長が

実施計画を樹立して行う訓練をいう。)に分ける。 

(訓練の実施) 

第 42条 警防訓練区分及び実施方法は、次の各号に定めるところによる。 

(1) 実施区分 

ア 個別訓練 

警防活動の基礎となる体力の練成、動作及び資器材の操作の習熟等を行う訓練 

イ 小隊訓練 

部隊活動の基礎となる小隊の団結力、規律、士気及び協同動作を向上させるために行う訓練 

ウ 総合訓練 
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部隊活動の円滑適正化を図るために行う訓練 

(2) 実施方法 

ア 基礎訓練 

消防操法等あらかじめ定められた操作要領に基づく訓練 

イ 計画訓練 

火災等を想定し、消火活動、人命救助活動又は救急活動についての概括的な活動要領を示して行う訓練 

ウ 随時訓練 

訓練を実施する者又は訓練の指導を行おうとするものが、その目的に応じ随時行う訓練 

2 署長は、管内の災害要因の予測に基づき火災等を想定して行う現地運用訓練(実際に消防隊等を運用

して行う訓練をいう。)又は図上運用訓練(図上により消防隊等を運用して行う訓練をいう。)により計

画的に小隊訓練及び総合訓練を行うよう配慮しなければならない。 

(警防訓練結果報告) 

第 43条 警防訓練を実施した指揮者は、警防訓練結果報告書(様式第 10号)を作成し、署長に提出しな

ければならない。 

2 署長は、前項に定める警防訓練結果報告書を有効に活用しなければならない。 

3 消防長は、警防訓練結果について必要と認めたときは、署長に報告を求めるものとする。 

第 7章 非常招集 

(非常招集の種別) 

第 44条 非常招集(以下「招集」という。)は、次のとおりとする。 

(1) 非直員(毎日勤務者を含む。以下この条において同じ。)全員の招集 

(2) 非直員の必要数の招集 

2 消防団員の招集は、前項に準ずるものとする。この場合において、非直員とあるのは、消防団員と

読み替えるものとする。 

(招集の発令) 

第 45条 消防長は、災害の警備を行うに当たって必要あるときは、消防職員(以下この章において「職

員」という。)の招集を発令するものとする。 

2 署長は、管内で発生した災害の警備を行うに当たって緊急の必要のある場合は、所属職員の招集を

発令することができる。この場合において、署長は、直ちに消防長に報告しなければならない。 

(招集の伝達) 

第 46 条 署長は、招集が発令された場合(前条第 2 項の規定による場合を含む。)は、所属職員に対し

速やかに招集の発令を伝達しなければならない。 

(応招等) 

第 47条 職員は、招集の伝達を受けたときは、速やかに所属の課又は署(応招場所が指定されたときは

当該場所)に応招し、所属長(本部の課長又は副署長、署長補佐、分署長及び分遣所長をいう。以下同じ。)

にその旨報告しなければならない。 

2 職員は、非常災害が発生するおそれのあるとき、発生を覚知したときは、招集の発令を待つことな

く、努めて参集しなければならない。 

(招集の報告) 

第 48条 署長は、招集発令後 30分(通信途絶の場合は 1時間)ごとに応招人員等を消防長に速やかに報

告しなければならない。 

(非常招集票の作成及び整理) 
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第 49条 所属長は、非常招集票(様式第 11号)を作成し、署長に報告しなければならない。 

(招集計画の樹立及び予定の実施) 

第 50 条 所属長は、この章に定めるところによりあらかじめ所属職員の非常招集計画を樹立しておか

なければならない。 

2 所属長は、非常招集計画を樹立したとき、その他特に必要があると認めるときは、非常招集の予行

を行うことができる。この場合において、消防長の承認を得なければならない。 

第 8章 雑則 

(報告事項) 

第 51 条 所属長は、災害現場活動等について、次の各号に該当する事項があったときは、消防長に速

やかに報告しなければならない。 

(1) 交通事故を起したとき。 

(2) 隊員が死傷したとき。 

(3) 消防機械、消防通信施設等の故障により活動に支障を生じたとき。 

(4) その他報告を要すると所属長が認める重要事項が発生したとき。 

(通行障害等) 

第 52 条 消防長等は、通行障害、水利故障、火災とまぎらわしい行為等、警防活動上支障のある事象

について発見し、又は通知を受けたときは、関係のある消防小隊等への連絡その他必要な措置を行うも

のとする。 

(災害活動検討会等) 

第 53 条 署長は、管内における災害現場活動のうち、必要があると認めるものについて、当該活動を

行った者その他の関係者の出席を求めて、検討会を災害発生後 10 日以内に開催し、災害活動の適否そ

の他について討議を行わなければならない。 

(施行細目) 

第 54条 この規程の施行に関し必要な事項は消防長が別に定める。 

附 則 

この訓令は、公表の日から施行し、平成 25年 4月 1日から適用する。 

附 則(平成 26年 4月 1日七尾鹿島消防本部訓令第 2号) 

この訓令は、公表の日から施行する。 

附 則(平成 27年 4月 1日七尾鹿島消防本部訓令第 1号) 

この訓令は、平成 27年 4月 1日から施行する。 

 

別表第 1(第 8条関係) 省略 

別表第 2(第 39条関係) 省略 

別表第 3(第 39条関係) 省略 
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